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お話しする内容

１．日本の施設園芸農業の現状

２．大規模施設園芸経営（植物工場）の現状

３．大規模施設園芸の費用構造と利益確保の考え方

４．大規模施設園芸（太陽光利用型植物工場）の経営

事例と施設園芸の経営モデル



１．日本の施設園芸農業の現状



日本の農業における施設園芸・野菜

�施設園芸は1970年頃から本格的に展開してきた。

（生産調整に伴う稲作の低迷と対照的な成長部門）

�土地利用型農業（水田作・畑作・酪農など）に比

べ、気象や土地条件の制約を受けにくい特徴から、

労働・資本とも集約化の方向で発展。

�現在、野菜（露地も含む）は、米、畜産と並ぶ農

業産出額（1998年に産出額で米を逆転し、１位の畜産

に次ぐ２位（26％））。

�新規参入者が選択することが多い点でも重要（集約

的で限られた面積でも一定の所得が期待できる）。

�農外からの企業参入も施設園芸が多い（経営的に軌

道に乗せることが容易かどうかは別）。



施設園芸のメリット・デメリット

【メリット】

� （半）閉鎖的な空間になることで、生育環境（温度・湿度・日射・水

分など）のコントロールがしやすくなる

� 露地栽培に比較して、農薬使用量の減少や高品質化が期待できる

� 露地栽培に比較して、作期の移動や収穫時期の延長が可能となる

↓ 期待

� 製品率の向上

� 収穫期間の拡大、収量・出荷量の増加

� 高付加価値商品の生産による単価向上

【デメリット】

� 多額の設備投資、運転資金の増加（高投入）

� 高度な技術水準、緻密な管理

↓ 対応策

� 固定資本（施設・人材）のコスト抑制

� 収量・出荷量の飛躍的な増加

� 生産費・販売管理費の削減



園芸用施設の設置実面積の内訳

植物工場

33ha（0.1％）

ガラス室ならびにハウス

のうち複合環境制御装

置のあるもの

816ha（1.7％）

ガラス室ならびにハウスのうち

複合環境制御装置のないもの

48,233ha（98％）

●園芸用施設の設

置実面積はガラス

室とハウスを合わ

せて49,049ha

●このうち温度・

湿度。日照などを

複合的にコント

ロールできるのは

816ha

●高度な環境制御

装置を備えている

「植物工場」は

33ha

出典：農林水産省資料（園芸用施設及び農業用廃プラスチックに関する調査（平成21年））



施設野菜の品目別栽培延べ面積

� 施設野菜栽培のべ面積は1999年をピークに減少傾向

� その中で増加傾向にある品目はトマト

（ha） （ha）



施設（ガラス室・ハウス・雨よけ・トンネル）の設置面積

� 施設実面積は1999年（53,516ha）をピークに減少

� 野菜では、トンネルが49％、ハウスが42％を占める

ガラス室およびハウスの設置実面積の推移

（ha）
（ha）

園芸用施設の設置実面積・圃場

面積（2009年）

53,516ha



販売金額別の「販売農家」比率(施設野菜)

出典：2010年農林業センサス

・販売額500万円未満が48％

・販売額3,000万円以上は3％

・10～20ａ層が数としては最多

・50ａ以上層では販売額3,000万円以上が

層をなす

・販売額5,000万円以上は50ａ以上のみ



施設野菜経営の経営規模別の比率
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栽培面積

� 経営体数が多いのは「0.3ha未満」の規模層

� 一方で「2.0ha以上」の栽培面積が４万haを超える

� 多数の小規模層と少数の大規模層に２極分化

栽培

面積

（ha）

経

営

体

数

（

戸

）

資料：2010年農林業センサ
ス販売目的の野菜作付け

（栽培）経営体数と作付（栽

培）面積



２．大規模施設園芸経営

（植物工場）の現状



植物工場（１）

• 光、温度、湿度、CO2濃度などの環境条件を制御

した空間で農産物の生産を行うシステム

• 露地→トンネル→雨よけ→簡易ハウス→鉄骨ハウ

ス→太陽光利用型植物工場→完全制御型植物工場

（農水省1999）

• 「植物工場」という名称は、初期の人工光利用に
よる「完全制御型」に限定されたものから、環境

制御技術を導入した「太陽光利用型」にまで、概

念を拡張した（？）

• 完全人工光型植物工場は、「施設園芸における環
境制御技術の進展による究極の姿」（山本2013）



植物工場（２）

• 完全人工光型植物工場
閉鎖空間で太陽光を使わずに環境を制御すること

で周年・計画生産を行う

• 太陽光利用型植物工場
半閉鎖空間で太陽光の利用を基本とし、雨天、曇

天時の補光や夏季の高温抑制技術により周年・計

画生産を行う

• 太陽光・人工光併用型植物工場
太陽光利用型の中で人工光を補光として利用する

もの

出典：山本、植物工場（２０１３）



植物工場数の推移

人工光型人工光型人工光型人工光型 太陽光人工太陽光人工太陽光人工太陽光人工

光併用型光併用型光併用型光併用型

太陽光の太陽光の太陽光の太陽光の

み利用型み利用型み利用型み利用型

計計計計

2009年３月時点 ３４ １６ － ５０

2011年3月時点 ６４ １６ １３ ９３

2012年3月時点 １０６ ２１ ８３ ２１０

2013年3月時点 １２５ ２８ １５１ ３０４

2014年3月時点 １６５ ３３ １８５ ３８３

出典：2009年は農商工連携研究会・植物工場WG事務局、2011年以降は日本施設園芸協会（2015）、三
菱総研調査より引用



植物工場の第３次ブーム

• 農商工連携のシンボルとして、2009年に農水省と

経産省の大型補正予算（約150億円）が確保され

、企業進出を補助金が後押しした

• 他の分野での新技術の開発でコスト問題解決の可
能性が出てきた（LEDの実用化、ICT技術など）

• 東日本大震災（2011年3月11日）での被災地復興

（＝条件不利地域の活性化方策）

• 今までは市場規模が小さかった特殊な需要の増加
とその対応への期待（社会環境の変化）

例：外食産業における洗浄コストの削減、成分の均一化が重要な薬草

生産、腎臓病患者用の低カリウム野菜の生産など



植物工場のメリット

• 周年的に安定した生産が可能（４定：定時・定量・

定質・定価格）

• 土地を選ばない（立地の制約が小さい）

• 単位面積当たりの高い生産性
• 品質や規格の統一化が図りやすい

• 洗浄の手間が省略できる（清浄野菜）

• 快適な環境で軽易な作業体系
• 無農薬栽培が可能

• 高品質（付加価値）

• 連作障害がない

・従来、農産物の栽培さ

えできなかった土地で栽

培が可能になる

・土壌の制約を受けない

栽培が可能になる

・季節の制約を受けない

周年栽培が可能になる



植物工場の課題

• 施策面：「農業」を行う「工場」のため、企業立
地制度における取り扱いが未整理→場合によって

は、農業者向けも中小企業向けも融資や支援が受

けられない恐れがある（農水省1999）

• イニシャルコスト（施設・装置）、ランニングコ
スト（光熱動力費、人件費など）の削減

• 完全制御型では経済的に栽培できる品目が限られ
るのが現状（おもに葉菜類）

• 販売面での圧倒的な有利性の実現（安定的な高単
価、安定取引）まで到っていない？

• 環境制御や栽培技術など、経済生産の目的でシス
テムを使いこなせる人材の確保・育成



コスト問題の解決のためには

• 企業経営の目的は「利益最大化」

• その目的実現の方向としては、①生産量の増大、
②価格の向上、③投入量の減少、④商品の組み合

わせによる売上増加、⑤製品率の向上、などがあ

る

• しかし、植物工場にとっては、当面、最大の課題
はコスト



植物工場の３大コスト

償却費償却費償却費償却費 水道光熱費水道光熱費水道光熱費水道光熱費 人件費人件費人件費人件費

完全人工光型 38％ 16％ 31％

太陽光併用 28％ 13％ 28％

太陽光利用型 22％ 18％ 40％

・ウエイトの大きなコスト

「完全制御型」の償却費→「太陽光利用型」の

人件費



植物工場のコスト高の要因

事項事項事項事項 内容内容内容内容 備考備考備考備考

イニシャ

ルコスト

が高い

施設依存型で

重装備

環境制御や搬送装置の導入

など施設依存度が高い

装置産業として施設依存

の生産体系は宿命

規格が統一さ

れていない

施設や装備の導入数が少な

いため、規格が統一されて

おらず、標準化が難しい

標準化がすすみ、大量生

産されれば導入コストは

下がる

償却費の負担 償却費の占める割合が大き

く占める（＝固定費大）

装置依存で薄利多売商品

を生産するのは矛盾

ランニン

グコスト

が高い

電気代がかか

る

電気に依存した生産施設で

あり、電気代がかかる

太陽エネルギーの代わり

に電気エネルギーが不可

欠

栽培資材のコ

スト高

搬送装置と組み合わせるた

め、栽培容器などが独自の

規格が必要

標準化がすすみ、大量生

産されれば導入コストは

下がる

人件費 省力化されているように見

えるが、製造業ほどのオー

トメーションではなく、手

作業に依存する部分が残る

工業製品ではない以上、

完全オートメーション化

までは難しいだろう（作

物を見る目）

出典：五訂 施設園芸ハンドブックより改変



利益増加の方向性

【３つの方向性】

１．イニシャルコストを下げる

２．コストの低い技術体系を取得する

①増収技術、②エネルギーコストの削減技術

３．販売価格を上げる



イニシャルコストを下げる１

• 施設や設備の調達価格の抑制

• 建設資材の標準化が進めば、大量生産により製
品価格が下がる可能性はある

• 建設時にできる作業は自分で施行する（例：グ
リーンステージ大平）



イニシャルコストを下げる２

• 基本的に、植物工場（＝農業生産）は薄利多売
のビジネスモデル（通常、葉菜類に付加価値を

付けるのは限界がある）

• 商品化できる出荷量の維持（＝施設の回転率）
が重要

• 特に、完全制御型は固定費が高いため、「設備
投資が遊休化した時点で事業採算が悪化する」

（三菱総研2010）



コストを下げる技術

• 収量増加技術（単収向上栽培技術、ＣＯ２施用）による

単位収量当たりコスト低減

• エネルギーにかかるコストを下げる（燃料代、電気代の

削減）ことによる単位収量当たりコスト低減

• 販管費も含めて投入コストを削減する（資材・労働力の

効率的利用）による単位収量当たりコスト低減

※「低コスト生産」とは、単に“コストをかけない（必要

な燃料費をケチるなど）”ことを意味するのではなく、産

出額と投入額の比率（生産性）が向上することが前提。金

をかけるところはかける、ケチる所はケチるというメリハ

リが必要。



販売価格を上げる

• コモディティ化（汎用品化）の回避（“よくある

トマト”では、コストと量の勝負に引きずり込まれる）

• 具体的な例では、顧客の囲い込みが原則（固定
客との契約取引）

• 一定の価格で安定的に販売する体制が構築でき
るか（オリジナリティの高いビジネスモデル）

• “まねのできない極めつけ”の特徴
• 新たな市場の創造→会津富士加工（株）（腎臓

病患者向けの低カリウム野菜生産）

• 薬草生産（均一品質が極めて重要）



３．大規模施設園芸の費用構造と

利益確保の考え方



大規模施設園芸経営の費用構成

費用構成からみた特徴

・費用に占める比率が大きい費目

は、「人件費」「燃料費」「その

他費用」（管理や販売面で要する

経費）「諸材料費」など。

・植物工場の生産費の３大コスト

とされる「人件費」「燃料費」「

減価償却費」以外にも、経営費と

してコストがかかっている費目が

ある。

・販売や管理面の経費などは、生

産費には出てこない。諸材料費も

一見目立たないが、最終的な経営

収支には効いてくる。



損益分岐点分析の利用

損益分岐点の

売上高を引き

下げる

分子の引き下げ 固定費の削減

分母の引き上げ

変動費の削減

売上高の増加

□損益分岐点売上高＝固定費／１－（変動費

／売上高）

• 固定費…売上に比例せず必要な費用（減価償却費、雇用労

賃、リース料など）

• 変動費…売上の増減に応じて変化する費用

□利益＝売上－経費

• 利益を増やすには、①売上を増やすか、②経費を下げるか



損益分岐点分析の基本形

29

費用・損益（万円）

売上高（万円）

総費用線

変動費線

固定費線

売上高線

損益分岐点

変動費

固定費

総費用

損益分岐点売上高

損益分岐点売上高

＝売上と総費用が一致する点

＝利益がゼロとなる売上高



企業体質による損益分岐点の違い

固定費

固定費

売上高売上高

変動費

変動費

早い 遅い

小さな

利益

大きな

利益

＜ローリスク型企業＞ ＜ハイリスク型企業＞



ローリスク型企業とハイリスク型企業

変動費が大変動費が大変動費が大変動費が大////固定費が小固定費が小固定費が小固定費が小 変動費が小変動費が小変動費が小変動費が小////固定費が大固定費が大固定費が大固定費が大

類型 ローリスク型 ハイリスク型

いわば ローテク的産業（人手が

かかる）

高度な装置産業（装置で

人手を代替）

損益分岐点 損益分岐点に早く到達す

る

損益分岐点への到達は遅

い

損益分岐点を超

えてからの利益

の増加傾向

損益分岐点を超えてから

の利益は小さい

損益分岐点を超えてから

の利益は大きい（閾値を

超えれば利益は大きい）

類型 ローリスク・ローリター

ン

ハイリスク・ハイリター

ン

例 太陽光型植物工場 人工光型植物工場

出典：久保（2014）を参考に作成



経営改善の順番

□利益増加の方法

１．固定費の削減

機械・施設の長期間使用、中古品の利用、汎用的利用、雇用

労賃の削減

２．変動費の削減

資材費（肥料費、農薬費、電気代など）の削減

３．売上のアップ

収量向上や販売戦略による販売量増加、単価向上による売上

増加



経営改善の順番

□経営改善の順番

①キャッシュ（現金）の確保

②固定費の削減

③変動費の削減

④売上のアップ

固定費の削減→損益分岐点を下げる

→利益の出やすい体質に変える→変動費を下げ

る→売上のアップ



固定費の削減

□固定費にも２つある

①マネジドコスト

経営者の判断で今後のコントロールが可能な費用

例：広告宣伝費、旅費、パートの人件費など

②コステッドコスト

過去の経営判断で発生が決まっている費用（サンクコス

ト）

例：減価償却費、保険料、固定資産税、正従業員の人件

費など



限界利益段階での対応策

□限界利益＝売上－変動費＝（粗利）

①「限界利益」の段階で収支がマイナスの状況

→売上で変動費すらまかなえない状況

→作れば作るほど赤字が増加

→事業を止めることが優先的対応策

②「限界利益」の段階では黒字だが、固定費を加

えるとマイナスの状況

→売上が上がれば状況が変わる

→まずは売上を増やす（同時に固定費を減らす）



４．大規模施設園芸

（太陽光利用型植物工場）の経営

事例と施設園芸の経営モデル



事例１

(有)Ａ（福島県）

• 役員4名、常時雇用31名、臨時雇用10名

• 施設面積2.3ha、フェンロー型ハウスでのＲＷ栽培

• 品種別面積：大玉70％、中玉20％、ミニとパプリカ10％

• 単収：大玉37ｔ、中玉23t、ミニ17ｔ

• 販路：市場出荷51％（市場経由の契約出荷）、店舗直売30

％、ネットほか19％

• 大玉330円/kg前後（市場経由）、直売350円/kg

• 市場出荷の価格変動を避けるために、意識的に直売比率を

高めてきた。加工事業にはこれから取り組む予定。

• 目標は1千万円/10ａの売上

• 目下の課題は、農場長（栽培責任者）の能力向上



事例２

(有)Ｂ（栃木県）

• フェンロー型ハウス１ha、ＲＷで中玉トマトを房取り出荷

• 役員３名（含む妻）、常時雇用３名（含む子息）、臨時雇

用約18名

• 販売額約1.8億、契約販売（仲卸）65％、市場35％

• 単収28t、総収量年間280ｔ

• 希少性が高い中玉房取りトマトの安定供給、インタープラ

ンティングで9.5ヶ月の作期延長

• 高い技術力を武器に、高価格（大玉トマトの約2倍の単価）

を実現できる品種及び出荷形態により差別化に成功

• 規格外品を活用した農産加工にも取り組む

• 今後、新たな事業展開として直売店舗の設置にも取り組む



事例３

(有)Ｃ（宮城県）

• 大型鉄骨ハウス1.8ha、パイプハウス50a、加工場・直売所・

カフェ2.5a

• トマト、みず菜

• 養液土耕で大玉トマト（玉光デリシャス）を栽培

• 役員2名、従業員25名

• 販売額1億円、自社直売所８割、JA直売所２割

• 単収6～7ｔ、総出荷量108ｔ、800～1000円/kg

• 品種で固定客をつかみ、加工や直売、カフェなど多角化

• パートのアイデアを参考に、カフェやトマト加工品への進出

• 生産－加工－販売－観光と事業の垂直的多角化に期待

• 規模拡大に伴う従業員の技術熟練が課題



事例４

(有)Ｄ（宮城県）

• フェンロー型ハウス1ha

• 役員3名（実質1名）、従業員15名

• 単収30t、300ｔ出荷、単価375円/kg

• 売上1億円（１億を超えないと借入金が返せない）市場

経由で契約、量販店（イオン、ヨークベニマルなど）、

生協へ

• 品種は桃太郎（独自の商品名が定着し、ブランド化）

• 重油高騰で秋口までの稼ぎを冬季は食いつぶしている状

況（売上１千万で重油代６百万）、リースでヒートポン

プを導入、チップボイラーは安定性に問題

• 10年以上のベテランパートが選果班のリーダーを務める

• 事業面は営農に専念し、契約販売のみ



事例５

(有)Ｅ（神奈川県）

• 大型鉄骨ハウス7棟（1ha）、直売店舗

• 役員2名、正従業員7名、パート従業員35名

• RW栽培、平均単収15t（大玉の長期多段は22t程度）、

• 大玉・中玉・ミニの合計で10品種

• 加工品（トマトジュース、ジャム、ケチャップ）、直売

店舗（地元直売所へも）

• 売上約1.1億円（売上1千万円/10a）

• 直売店舗、地元直売所2店、百貨店2店舗、レストラン、

スーパー2社など

• 今後は、大玉30t/10aの達成、レストラン事業、観光化を

めざす（年間の来客数3.5万人という地の利を活用）



経営面から見た事例の共通点

• 多数の従業員を雇用する企業経営（栽培面では経

営者、農場長1名、従業員15名前後でハウス1haを経営）

• 事業の多角的展開（農産加工品の製造、直売店舗・

カフェ経営など）を推進

• 価格の安定を求めて市場出荷は避け、契約出荷
や直売を重視（雇用労賃を考えれば収益の安定的確保

が必須）

• それぞれ、立地、品種、栽培技術、商品化、売
り方を連携させて、独自性を創出（独自のビジネ

スモデルを確立）している

• 独自のビジネスモデルの優位性を維持するため
にも栽培技術、技術力のある人材育成を重視



農水省の「経営展望」における施設園芸の経営モデル

類型類型類型類型 経営形態経営形態経営形態経営形態 経営規経営規経営規経営規

模模模模

モデルのポイントモデルのポイントモデルのポイントモデルのポイント 粗収益粗収益粗収益粗収益

（試算）（試算）（試算）（試算）

主たる従事主たる従事主たる従事主たる従事

者者者者1111名当たり名当たり名当たり名当たり

所得（試算）所得（試算）所得（試算）所得（試算）

施設園

芸

家族経営

（２名＋臨

時雇用17

名）

トマト

１ha

環境制御技術の導入に

より規模拡大と生産性

の向上、実需者との直

接契約取引に取り組む

家族経営

1億500万円 580万円

次世代

施設園

芸

法人経営

（4名＋正

従業員６名

＋臨時雇用

82名）

トマト

４ha

木質バイオマスなどの

地域エネルギーと先端

技術を活用し、生産か

ら調製・出荷まで一気

通貫で行う法人経営

4億9000万

円

1,390万円

農林水産省HP（2015）食料・農業・農村基本計画（農業経営などの展望について）より引用



農水省の「経営展望」における施設園芸の経営モデル例

（施設園芸）

農林水産省HP（2015）食料・農業・農村基本計画（農業経営などの展望について）より引用



農水省の「経営展望」における施設園芸の経営モデル例

（次世代施設園芸）

農林水産省HP（2015）食料・農業・農村基本計画（農業経営などの展望について）より引用
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